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人
権
擁
護
委
員
の
日
に
ち
な
み

日
曜
特
設
相
談
所
を
開
設

「みんなで築こう 人権の世紀
 ♥考えよう相手の気持ち♥育てよう思いやりの心♥」

　

全
国
人
権
擁
護
委
員
連
合
会
は
、6
月
1

日
を「
人
権
擁
護
委
員
の
日
」と
定
め
、毎
年
全

国
的
な
啓
発
活
動
を
展
開
し
て
い
ま
す
。人
権

擁
護
委
員
は
、市
長
が
市
民
の
中
か
ら
人
権
に

理
解
の
あ
る
方
を
推
薦
し
、法
務
大
臣
か
ら
の

委
嘱
を
受
け
て
人
権
教
育・啓
発
活
動
や
人
権

相
談
を
行
う
街
の
相
談
パ
ー
ト
ナ
ー
で
、弁
護

士
、保
護
司
、教
育
関
係
者
も
多
く
含
ま
れ
て

い
ま
す
。

　

相
談
は
、プ
ラ
イ
バ
シ
ー
に
配
慮
し
、秘
密
厳

守
で
お
受
け
し
ま
す
。人
権
侵
犯
事
件
と
認
め

ら
れ
る
場
合
は
、相
談
者
の
意
向
の
も
と
、法

務
局
職
員
と
共
に
救
済
の
た
め
の
措
置
を
と
り

ま
す
。

　

な
お
、市
の
定
例
の
人
権
擁
護
相
談
日
程

は
、毎
月
第
1
土
曜
日
発
行
の
広
報
い
ち
か
わ

で
お
知
ら
せ
し
て
い
ま
す
。

　

特
設
、定
例
相
談
共
に
予
約
の
必
要
は
あ
り

ま
せ
ん
。　　
　
　
　
　
（
男
女
共
同
参
画
課
）

特設相談所
6月5日（日）午前10時～午後4時（受け付けは午後3時30分まで）
男女共同参画センター（市川1-24-2）5階 ※駐車場なし

市人権擁護委員（敬称略　五十音順）
青野博　　　阿部亜紀子　阿部和子　池田良一　　伊藤良男
鵜澤支津子　門倉惠三子　川村延彦　軍司育雄   　髙橋髙子
田中和子　　千葉宗武　　成田久江　松原いつ子　右谷孝子
村越進　　　山本繁樹　　吉田昭枝　

　市では、今年度から27年度までの5年間の交通安全に関する施策
を定めた「第9次市川市交通安全計画」の作成を進めています。この
計画素案について、市民の皆さんにお知らせするとともに、広く意見を
募集します。
閲覧場所 交通計画課、市政情報センター、市政情報コーナー（中
央図書館、行徳図書館、大野公民館図書室、男女共同参画セン
ター）、市ホームページ
対象 市内在住・在勤・在学の方、市内に事務所・事業所を有する個人、
法人または団体、本件に利害関係を有する方及び本市に関心を持つ方
募集期間 5月17日（火）～6月17日（金）
提出方法 意見用紙に、この計画（素案）に対する意見と、住所・氏名（ふ
りがな）または団体名（担当者氏名）を書き、交通計画課（〒272-8501
※住所不要）に郵送、FAX336-8035、持参のいずれかで。また、市の
ホームページからも提出できます。

☎334-1453 交通計画課 

第9次市川市交通安全計画（素案）について
パブリックコメント

義援金受け付け義援金受け付け
　 福祉事務所、 総務課、大柏出張所、市
川駅行政サービスセンター、南行徳市民セン
ターで日本赤十字社の義援金を受け付けてい
ます。直接おいでになれない方は、下記口座な
どをご利用ください。
振込口座 ゆうちょ銀行 ００１４０-８-５０７ 
　　　　  日本赤十字社東日本大震災義援金
クレジットカード、コンビニエンスストア、Pay-
easyも利用できます。

詳しくはホームページまたは☎334-1176
日本赤十字社市川市地区（福祉事務所内）

被災された中小企業
への融資制度

　市内にある事業所などに直接被害に遇った
中小企業・個人事業主の方で、事業再建に要す
る費用が対象。原料高、商品不足、計画停電な
どの影響による減収などの間接被害は対象と
なりません。

・千葉県「セーフティネット資金（災害緊急対
策）」☎０４３-２２３-２７０７

・日本政策金融公庫「災害復旧貸付」☎０１２０-
１５４-５０５

・商工組合中央金庫（商工中金）「災害復旧貸付」
☎０１２０-０７９-３６６

※いずれも「り災証明書」が必要となります。融
資は、資金使途や金額についての個別審査
により決定されます。

（商工振興課）

東日本大震災関連

市川市の災害時の緊急情報を知ることができます
●市公式Ｗｅｂサイト（市ホームページ）
●メール情報サービス（緊急情報）※登録が必要です。

info@city.ichikawa.chiba.jp
または右のQRコードから空メールを送信し、受信メールに記載されているURLを
クリックしてください。配信項目は、登録後に変更できます。メールの受信には通信料がかかります。

●いちかわケーブルネットワーク（ＣＡＴＶ）　アナログ９ch／デジタル11ch
●防災行政無線

建築確認申請等の手数料を免除

　東日本大震災により、被災した建築物を建
て替える場合等に手数料の免除を行ってい
ます。

●免除の内容
・建築物の建て替えなどに伴う建築確認、検査

等の手数料

●免除の要件及び期間
・自己の居住の用に供する一戸建ての住宅又
は、店舗併用住宅等を建築する場合

・り災証明書において、全壊又は半壊のもの
・市川市に在住し、市税を完納しているもの
※詳しくは、お問い合わせください。

☎３３４-１４２８ 建築審査課

　市では、5月9日現在で10世帯の被災者の方に
市営住宅を提供し、受け入れ支援を行いました。

市営住宅への被災者受け入れ状況

☎322-6700男女共同参画センター

ウィズ・カレッジ ’11
　専門家を招いて学ぶウィズ・カレッジ。今年は、

「あなた自身と家族、本当に守れますか？男女共
同参画の視点で家族＆地域の総合防災力を上
げよう」をテーマに防災について学びましょう。

内
①6月14日（火） 被害拡大を防ぐ！重要な「減災」

の視点/地震！その瞬間あなたは？そして避難
所へ行けますか

②6月21日（火） 災害で女性と男性は、どのよう
な困難に直面するのか/避難生活をイメージ
して話し合ってみよう

③6月24日（金） 市川市の防災について（危機
管理課職員）/まとめの話～今後に向けての
取り組み

いずれも午前10時～正午の全３回の連続講座
です。
講浅野幸子氏（全国地域婦人団体連絡協議会
研究員）

男女共同参画センター（市川1-24-2） 6階研
修室F
※無料保育有（6カ月以上未就学児） 要予約。

先着30人

市川産農産物の
放射性物質検査結果について
　千葉県は4月28日、市川産ホウレンソウ（露
地）について放射性物質のモニタリング調査
を行いました。結果は、国の定める暫定規制値
以下でした。県では、今後も定期的に検査を
継続して行います。　　　　　  　 （農政課）

（平成23年度  啓発活動重点目標）

菅平高原いちかわ村

　「菅平高原いちかわ村」の利用は、より多くの方が利用できるよ
う、夏休み期間中は往復はがきでの申し込みによる抽選となります。
なお、抽選終了後に空きがある場合は6月13日（月）から受け付けま
す。（市ホームページから空き情報が確認できます）
※菅平高原いちかわ村は、平成24年度末までに閉鎖する予定です。

7月28日（木）～8月29日（月）の宿泊利用
※水曜日は休村日のため、火曜日と水曜日の宿泊はできません。
　（8月9日、10日は宿泊可）
　なお、8月8日（月）泊～14日（日）泊の間は最長2泊まで。

市内在住・在勤•在学の方
往復はがき（1グループ1枚）に住所（勤務先または学校名）、氏

名、年齢、性別、電話番号、宿泊日（泊数）、宿泊人数（0歳児でも
1人と数えます）、施設名（数）、返信のあて先を書き、6月3日（金）
必着で生涯学習振興課（〒272-8501※住所不要）。抽選は6
月6日（月）

夏休み期間は往復はがきで申し込み

☎334-1657 生涯学習振興課

施設名 部屋数 区分 利用料金（税抜き）

個室 ８部屋
（定員５人）

大人
小中学生

2,400円
900円

大部屋
男女各１部屋
※男女別の相部屋
　（定員16人）

大人
小中学生

1,200円
450円

バンガロー ６棟（定員５人） １棟 3,600円

テントサイト ４張 １張 1,200円

食事＝朝400円 昼450円 夜850円（消費税はかかりません）

料金

中小企業の振興を図るため、融資期間の変更や借換え制度を1年延長
　市内中小企業への支援をより一層充実させるため、借り入れ事業者の返済負担
の軽減を図ります。
●小規模事業資金と小口零細企業保証制度資金
　運転資金の融資期間：「５年以内」→「７年以内」
●商店街空き店舗等利用資金
　設備資金に加え運転資金の融資も可能に
●借換え制度を延長
　受付期間：平成24年3月31日まで延長
●4月1日から融資利率を引き下げ
　※対象、限度額、利率など詳しくは、お問い合わせください。

プレミアム付商品券の発行支援
●地域経済の活性化を図るため、総額5億5千万円（プレミアム10％付）商品券の
　発行を支援します。※詳しくは、決まり次第広報いちかわなどでお知らせします。

平成２３年度の主な地域経済活性化策

地域経済に活！

市川市産業振興基本条例を制定
　今年度の市政運営重点施策の１つに掲げた「活力のあるまちづく
り」の根幹となる「市川市産業振興基本条例」を制定しました。市民
の皆さんの理解と協力のもと、事業者、経済団体、市が一体となって
産業を振興する、「地域経済の活性化宣言」とともいえる条例の概
要を紹介します。　　　　　　　  　　　　     　  （商工振興課）
【役割を明確に】厳しい経済状況のなかで、産業振興を図るために、全ての産業
が有機的に連携した総合的な産業振興策が求められています。そこで、産業振
興に関する基本的な条例を定めることで、市の姿勢を示し、これを拠り所として
今後の産業振興策を展開するとともに、市、事業者、経済団体、各 の々役割を定
めて、相互に連携し、市民の理解と協力のもとに、市が一丸となって産業基盤の
安定と健全な発展を推進し、地域経済の発展を目指すものです。

【期待される効果】市、事業者、経済団体が、相互に連携し、産業基盤の安定と
健全な発展を推進することで、地域経済が活性化し税収の向上や雇用の確保
により、地域社会の発展につながることが期待されます。また、地域ぐるみで産業
振興を支援して地域産業を励ます効果や、事業者は自らの事業に対して市民の
理解と協力が得られることも期待できます。
　さらに、市は地域の実情に適した産業振興策を実施する根拠が得られ、経済
団体は加入促進活動において未加入企業などに対して働きかけがしやすくなり、
経済団体組織の基盤強化を図ることが可能となります。

☎334-1341商工振興課 

産業振興における
それぞれの役割
イメージ

産業振興

・創意工夫による事業の発展
・経済団体への加入
・産業振興事業への協力
・市内住民の雇用

事業者

・各種施策の総合的な実施
・国、県との連携強化
・産学官協働の推進

市
・産業振興施策の推進
・事業者への支援
・組織の強化
・事業活動を通じて地域社会へ貢献

経済団体

連携 連携

連携

市民 ・産業振興への理解と協力


